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今回の地震の震源域

海溝（トラフ）

活断層とは・・・

最近の地質時代に繰り返し活動し、将来も活動する
可能性のある断層のこと。

日本列島の周辺には4つのプレートが存在しており、その
プレートが長い年月をかけて少しずつ移動し、その際に、
プレート境界部やプレートの内部に大きな力が加わり、そ
こがずれる時に地震が発生すると言われている。

海洋プレート

陸域の浅い地震

（活断層による）
沈み込んだプレート内部の地震

プレート境界の地震

沈み込んだプレート内部の深い地震

沈み込むプレート内部の地震

日本列島において発生する地震及び今回の地震のメカニズム日本列島において発生する地震及び今回の地震のメカニズム



2007年新潟県中
越沖地震（M6.8)

2007年能登半島
地震（M6.9)

2008年岩手宮城
内陸地震（M7.2)

2011年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0)

本震と最近の被害地震の震度分布の比較本震と最近の被害地震の震度分布の比較



太平洋プレート境界における過去の地震（左）

地震調査委員会による予測震源域（右）

強震動生成域

（推定結果）
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西日本における地震シナリオ

と

地震に強いエネルギーシステムの構築に向けて



地震調査委員会

全国主要活断層分布

海溝型地震の発生
可能性評価領域

活断層と海溝型（プレート境界）地震の想定震源域活断層と海溝型（プレート境界）地震の想定震源域



東海・東南海・南海地震が連動した場合の予測震度分布東海・東南海・南海地震が連動した場合の予測震度分布

中央防災会議

3連動の想定震源域



東南海・南海地震の前に備えなければならない活断層地震東南海・南海地震の前に備えなければならない活断層地震

近畿・中部地方における活断層分布

琵琶湖西岸断層（２４） 中央構造線断層帯（３８）

山崎断層帯（３７）

地震調査委員会



目標Ⅰ：原子炉施設は、地震学的見地から見て、施設の寿
命中には最悪の場合、極めて稀には起きるかもしれない地震
動の発生を仮定しても、安全防護施設も含めて枢要な安全機
能は損なわれず、周辺の公衆に過度の放射線災害を与えない
よう耐震設計されること。 〔現行と同様に、耐震設計を要求〕

目標Ⅱ：目標Ⅰを達成しても、なおかつ地震によるリスク＊

は残存する可能性があることを踏まえ、残存リスクを考慮し
て公衆放射線災害のリスクを評価し、小さいことを確認する
こと。

・基準地震動を超える地震動の可能性（津波についても）

・複数の機器及び系統の同時損傷の可能性 残存リスクの考慮

地震PSAの導入

原子力発電所の耐震安全の基本目標原子力発電所の耐震安全の基本目標



地震に対して安全・安心なエネルギーシステムの構築のために

1. 原子力エネルギー

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」＊１や「発電用原子炉施設の耐
震安全性に関する安全審査の手引き」＊2などを遵守し、また東北地方太平洋沖
地震から得られた知見を踏まえ、地震の揺れや津波に対するリスクを可能な限り
小さくする。その手段として、耐震安全性の向上とより一層の多重防護を図ること
が重要である。

2. 火力・水力・風力・地熱・太陽光発電などによるエネルギー

これらの施設・設備は原則として建築基準法＊３に基づき耐震安全性が確保され

ているが、より安定した電力供給源とするため、立地点での地震発生の長期評
価やシナリオ地震に基づく地震動予測、被害予測（地震ハザード評価）を行い、
高耐震化を推進する。

3. 発生頻度の高いM7級の地震に対しては被害域が狭く、分散電源が効果的であ
り、一方、M8を超える巨大地震では地震シナリオに基づくシステムの構築（立地

も含め）が不可欠である。

＊１：今回の地震を踏まえ見直しが行われる可能性がある。

＊２：手引きには高度化された活断層の調査や認定の方法が詳細に示され、また津波の評価にあ

たっては津波堆積物の調査などを踏まえ既往最大のものを考慮する必要性が示されていた。

＊３：地震力は全国ほぼ一律に最低値として規定されている。ちなみに、＊１ではその3倍の地震

力も考慮することが要求されている。


